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〈和訳論文要約①〉	


【背景】	
  

　福島原発事故（2011年3月）のあとに最も憂慮すべき健康被害は若い　　　　　　　　
世代における甲状腺がん増加の可能性であり、それはチェルノブイリ原発　　　　　　
事故（1986年4月）からの重要な教訓である。チェルノブイリ原発事故に　　　　　　　　　
おいては事故後3~5年を経過してから小児甲状腺がんが増え始めたと報告
されているが、我々はこの潜伏期間が実際にはもっと短かった可能性も　　　　　　　　
あると考えている。その理由は、①当時のソビエト連邦においては事故後に
甲状腺検査を開始する時期が遅かったこと、および②1980年代における　　
超音波診断装置の性能は現在のレベルに比べて低かったからである。　　　　　　
今回の我々の研究目的は、①福島原発事故後20~30か月という比較的　　　　　　　　　　　　　
早期において小児・思春期福島県民に何らかの甲状腺異常が発生して　　　　　　　　　　
いないかどうかを調べること、また②甲状腺超音波所見、甲状腺に関連した
血液・尿検査、および原発事故後早期（2011年3月15日～3月31日）に　　　　　　　　　　　　　
各被検者が居住していた福島県内各地域における放射性ヨウ素（131I）　　　　　　　　　　　
土壌汚染濃度の３者間の関連を解析すること、である。	




〈和訳論文要約②〉	


【方法と結果】	
  

　本研究は横断的研究である。本研究の対象者は、原発事故当時満18歳
以下（胎児を含む）だった福島県民である。我々が行った検査内容は、　　　　　　　　　　　　
問診票による詳細な聴取、甲状腺超音波検査、甲状腺関連血液検査、　　　　　　　　　　　　
および尿中ヨウ素濃度の測定である。我々は甲状腺超音波所見（1,137名）、
甲状腺関連血液検査（731名）、尿中ヨウ素濃度（770名）、および放射性　　　　　　　　　　　　　
ヨウ素（131I）土壌汚染濃度（1,137名）の４者間における関連性の有無に　　　　　　　　　　　　
ついて統計解析を行った。その結果、統計学的に有意な関連性を認めた　　　　　　　　　　　　
項目はなく、また甲状腺がんと診断された被検者はいなかった。	


【結論】	
  

　福島原発事故後20~30か月の時点で行った諸検査からは、小児・思春期
福島県民の甲状腺に対する放射能の有意な悪影響は認められなかった。
本論文は福島原発事故後の小児・思春期福島県民の甲状腺を詳細に　　　　　　　　　　　　　　
検討して報告した最初の英文論文である。	


（和訳：渡部　肇）	




〈ＤＯＩによる論文検索方法〉	


DOI:	
  Digital	
  Object	
  IdenJfier	


URL:	
  hOp://dx.doi.org/	


他の主要な検索サイトでも可能	


ボックスの中にdoiを入力することにより論文検索が可能	
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Examined	
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  20-­‐30	
  Months	
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  the	
  Fukushima	
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  Power	
  Plant	
  
Disaster:	
  A	
  Cross-­‐SecJonal,	
  ObservaJonal	
  Study	
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PLOS	
  ONE:	
  オープンアクセスジャーナル（無料）	


 	


doi:	
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２０１１年３月以降に発表された	
  
福島原発事故関連の英文甲状腺論文①	


1）Thyroid	
  consequences	
  of	
  the	
  Fukushima	
  nuclear	
  reactor	
  accident.	

　 Nagataki,	
  S.	
  	
  	
  Eur	
  Thyroid	
  J	
  1:148-­‐158,	
  2012	

　　→　総説論文。福島県における満18歳以下県民の甲状腺検査結果への	
  
　　　　言及はない。	
  
	
  	

2）Study	
  protocol	
  for	
  the	
  Fukushima	
  health	
  management	
  survey.	

　 Yasumura,	
  S.	
  et	
  al.	
  	
  	
  J	
  Epideminol	
  22:375-­‐383,	
  2012	

　　→　福島県による県民健康調査のプロトコールを紹介したもの	


 	


3）Thyroid	
  ultrasound	
  findings	
  in	
  children	
  from	
  three	
  Japanese	
  prefectures:	
  　　	
  
　 Aomori,	
  Yamanashi	
  and	
  Nagasaki.	

　　Hayashida,	
  N.	
  et	
  al.	
  	
  	
  PLOS	
  ONE	
  (2013)	
  doi:10.1371/journal.pone.0083220	

　　→　青森・山梨・長崎の３県で行われた満18歳以下被検者における	
  
　　　　甲状腺超音波検査結果のまとめ（環境省主導） 	


〈　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〉	




２０１１年３月以降に発表された	
  
福島原発事故関連の英文甲状腺論文②	


4）Changes	
  in	
  pediatric	
  thyroid	
  sonograms	
  in	
  or	
  nearby	
  the	
  Kanto	
  region	
  before	
  and	
  	
  
	
  	
  	
  	
  a\er	
  the	
  accident	
  at	
  the	
  Fukushima	
  Daiichi	
  nuclear	
  power	
  plant.	

　　Iwaku,	
  K.	
  et	
  al.	
  	
  	
  Endocr	
  J	
  61:875-­‐881,	
  2014	

　　→　福島原発事故の前後で関東地区の満15歳以下被検者における甲状腺	
  
　　　　　超音波検査所見を比較している。前後で違いはなかったと報告している。	


 	

5）A	
  review	
  of	
  the	
  Fukushima	
  nuclear	
  reactor	
  accident:	
  radiaJon	
  effects	
  on	
  the	
  thyroid	
  	
  
	
  	
  	
  	
  and	
  strategies	
  for	
  prevenJon.	

　　Nagataki,	
  S.	
  &	
  Takamura,	
  N.	
  	
  	
  Curr	
  Opin	
  Endocrinol	
  Diabetes	
  Obes	
  21:384-­‐393,2014	

　　→　総説論文。原発事故当時満18歳以下福島県民の甲状腺検査結果　　　　　　　　　　	
  
　　　　（福島県による）を引用しているが、それ以外のデータの記載はない。　	


6）Time	
  to	
  reconsider	
  thyroid	
  cancer	
  screening	
  in	
  Fukushima	

　　Shibuya,	
  K.	
  et	
  al.	
  	
  	
  Lancet	
  383:1883-­‐1884,	
  2014	

　　→　現在福島県が行っている原発事故当時満18歳以下県民に対する甲状腺	
  
　　　　　検査プロトコールへの警鐘	


〈　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〉	




２０１１年３月以降に発表された	
  
福島原発事故関連の英文甲状腺論文③	


7）Age	
  distribuJon	
  of	
  childhood	
  thyroid	
  cancer	
  paJents	
  in	
  Ukraine	
  a\er	
  	
  

	
  	
  	
  	
  Chernobyl	
  and	
  in	
  Fukushima	
  a\er	
  the	
  TEPCO-­‐Fukushima	
  Daiichi	
  NPP	
  accident.	


　　Tronko,	
  M.D.,	
  Saenko,	
  V.A.,	
  Shpak,	
  V.M.,	
  Bogdanova,	
  T.I.,	
  	
  

　　Suzuki,	
  S.,	
  and	
  Yamashita,	
  S.	
  	
  	
  	
  Thyroid	
  24:1547-­‐1548,	
  2014	

　　→　チェルノブイリ原発事故当時満18歳以下だったウクライナ人に	
  

　　　　おける甲状腺がんの年齢別発生件数を原発事故から３年後	
  

　　　　まで（1986~1989）と4~7年後（1990~1993）で比較している。	
  

　　　　さらに、その結果を福島県で2011~2013年に発見された事故	
  

　　　　当時満18歳以下甲状腺がんの年齢別発生件数と比較して	
  
　　　　いる。その結果、ウクライナにおける1986~1989年のデータと	
  

　　　　福島県のデータが類似していることに基づき、2011~2013年に	
  

　　　　福島県で発見された若年甲状腺がんの発生要因として放射能	
  

　　　　の影響は考えにくいと結論している。	


〈　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〉	






Figure 1	
 2011年3月15日における福島県全域の放射性ヨウ素（131I）土壌濃度
（推測値）	


　FNPP1:　福島第一原子力発電所	




Figure 2	
最終的な統計解析対象者決定までのふるい分けのステップ 	




Figure 3	
 2011年3月15日～31日の期間における各被検者	
  
（最終的統計解析対象者1,137名）の福島県内居住地	

ドット：各被検者の居住地	

FNPP1:　福島第一原子力発電所	




Table1（表1）甲状腺への131I取り込みに対する予防的行為（安定ヨウ素剤の内服、2011年3月12日以降の海藻摂
取量の増加）を行った群と行わなかった群での比較（甲状腺超音波所見、甲状腺関連血液検査、および尿中ヨウ
素濃度について）	

　　【結果】	

　　結節（充実性腫瘤＋嚢胞）検出率、充実性腫瘤検出率、嚢胞検出率、総結節数、充実性腫瘤数、嚢胞数、充
実性腫瘤最大径、嚢胞最大径、血中ホルモン【甲状腺刺激ホルモン（TSH）、フリーT3、フリーT4、サイログロブリン
（Tg）】、および尿中ヨウ素濃度のいずれについても、両群間で統計学的有意差を認めなかった。 	




Table	
  2（表２）	

　　甲状腺内の総結節数、充実性腫瘤数、　
および嚢胞数と居住地（2011年3月15日~31
日）131I土壌濃度との関連性	

【結果】	

①総結節3個群での131I土壌濃度は総結節　	
  
　　0個群でのそれに比べて1.2倍高かった	
  
　（危険率＝0.007で統計学的有意差あり）。	

②嚢胞3個群での131I土壌濃度は嚢胞0個	
  
　　群でのそれに比べて1.2倍高かった	
  
　（危険率＝0.004で統計学的有意差あり）。	

③充実性腫瘤数と131I土壌濃度との間には　	
  
　　統計学的に有意な関連を認めなかった。	

 	

【この結果についての論文内での考察】	

　　　上記③の結果に基づき、①は②を反映
したものと考えられる。上記の結果は131I土壌
濃度が高いほど嚢胞数が多いこと、つまり嚢
胞形成と131I被ばく量との関連性を示唆する
ように思われる。しかしながら、上記の結果に
は用量反応性（＊）が認められなかったこと
から、今回のデータの範囲からは何らかの結
論を述べられる段階ではなく、今後の更なる
検討を要する。	

＊総結節4個以上の群や嚢胞4個以上の	
  
　群で更に高い131I土壌濃度が認められて	
  
　いたとすれば、用量反応性があることに	
  
　なる。	




Figure 4	

甲状腺内に充実性腫瘤を検出した被検者（47名）における充実性腫瘤
最大径と居住地（2011年3月15日~31日）131I土壌濃度との相関	

【結果】	

　両者間に統計学的に有意な相関は認められなかった。	




Figure 5	

甲状腺内に嚢胞を検出した被検者（811名）における嚢胞最大
径と居住地（2011年3月15日~31日）131I土壌濃度との相関	

【結果】	

　両者間に統計学的に有意な相関は認められなかった。 	




Table	
  3（表3）	

　　尿中ヨウ素濃度により被検者を5群に分け、
甲状腺超音波所見と甲状腺関連血液検査結
果を比較した成績	

　　尿中ヨウ素濃度の測定は770名で実施した。	

　　尿中ヨウ素濃度によるグループ分けは
WHOによる判定基準に即して行った。	

　　（49	
  µg/L以下：著明～中等度のヨウ素欠乏、	
  
50~99	
  µg/L：軽度のヨウ素欠乏、	

　　100~199	
  µg/L：適切なヨウ素摂取状態、
200~299	
  µg/L：標準以上のヨウ素摂取状態、	

　　300	
  µg/L以上：ヨウ素過剰摂取状態）	

　　【結果】	

　　5群間において、甲状腺超音波所見（総結
節数、充実性腫瘤数、嚢胞数、充実性腫瘤最
大径、嚢胞最大径）および甲状腺関連血液検
査結果【甲状腺刺激ホルモン（TSH）、フリーT3、
フリーT4、サイログロブリン（Tg）】には統計学
的有意差を認めなかった。	


　　【この解析を行った理由】	

　　体内（甲状腺内）のヨウ素量が少ないほど
131Iが甲状腺に取り込まれやすい。	

　　チェルノブイリ原発事故後の若年者甲状腺
がんはヨウ素摂取量の少ない小児で有意に
多く発生したことが報告されている（論文内引
用文献⑥）。 	




〈今回発表した論文におけるその他の要点①〉	


　今回の被検者（1,137名、福島原発事故当時満18歳以下）のうち、　　　　　　　　　　
事故後安定ヨウ素剤を服用した人は4.0％、海藻類の摂取を増やした人は
23.1％であった。	


　福島県は事故後に福島第一原発から半径50	
  km以内の県民（当時満40歳
以下）に対して安定ヨウ素剤を用意したが、実際に安定ヨウ素剤を服用した
県民の割合については把握されていない。福島県による県民健康調査の　　
問診票には、安定ヨウ素剤内服の有無に関する設問はない。 	




〈今回発表した論文におけるその他の要点②〉	


　今回、原発事故当時胎児だった46名の被検者について甲状腺超音波　　　　　　　　　　　　　
所見と母親の居住地（2011年3月15日～31日）131I土壌濃度との関連について　　　　　　　　　　　　
解析したが、統計学的に有意な関連は認められなかった。	


 	


　福島県は事故当時胎児だった県民に対する甲状腺検査を2014年度から　　　　　　　　　　　　　　　　
始めているが、その結果についてはまだ公表されていない。	


　胎内で131Iに被ばくした者が出生後甲状腺がんを発症するリスクについては、
これまで発表された論文間では意見の一致を見ていない。　　　　　　　　　　　　　　　　　
（論文内引用文献㉚～㉜）。 	




〈今回発表した論文におけるその他の要点③〉	


　今回の研究には2点の重要な方法論的限界がある。	
  

（1）各被検者における甲状腺の131I被ばく線量を推計することができなかった	
  
　　ので、事故後早期（2011年3月15日～31日）の居住地131I土壌濃度を代用	
  
　　している。	
  
（2）今回測定した尿中ヨウ素濃度は検査実施時（事故後20~30ヶ月）に　　　　　　　　　　　　　	
  
　　おけるデータであり、事故後早期のヨウ素摂取状態を必ずしも反映して	
  
　　いない。	


 	


　しかしながら、（2）について我々は2011年3月12日（最初の水素爆発発生）　　
から今回の検査を受けるまで各被検者が食生活をほぼ変えていないことを　　　　　　　　　
問診票で確認しているので、今回得られた尿中ヨウ素濃度の結果は各被検者
における事故後早期のヨウ素摂取状態を反映している可能性は高いと考えて
いる。 	




〈今回発表した論文におけるその他の要点④〉	


　今回の研究からは、原発事故後20~30ヶ月の時期において福島県民　　　　　　　　　　　　　
（事故当時満18歳以下）の甲状腺に対する放射能の有意な悪影響は　　　　　　　　　　　　　　
認められなかった、しかしながら、この結果は今回の甲状腺検査の実施　　　　　　　　　　　　　
時期が比較的早かったこと（原発事故後20~30ヶ月）を反映している　　　　　　　　　　　　　　
可能性もあるので、今後の更なる検討が必要である。 	



